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株式会社シズオカエージェントオフィス(静岡県静岡市葵区 代表取締役 山本英俊 以下「当社」)は、「わたしたちは、保険を通じ、安

定した事業経営と、安心して暮らせる社会の実現に貢献するためにお客様、社員、地域社会、取引保険会社との絆を大切にし、共存共栄、

お互いに尊敬・信頼しあえる関係を目指します」を経営理念に掲げております。さらにこの理念に基づき、損害保険及び生命保険を取扱う

地域密着型の総合保険代理店として、「事業には安定を」「家庭には安心を」をスローガンに、お客さま最優先のサービスを提供しており

ます。

また、金融庁が公表した「顧客本位の業務運営に関する原則」に賛同し、本原則を採択するとともに、「お客さまに真の価値を提供する

会社宣言(お客さま本位の業務運営方針、以下「本方針」)を策定、公表しております。

この度、金融庁より2024年9月26日に改定版として公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」において、原則の改訂及び新たな

「プロダクトガバナンスに関する補充原則」が追加されました。これに伴い、当社はより一層お客さま本位の業務運営を定着をさせるべく、

本方針を改定いたしました。

今後も本方針に則り、お客さまに真の価値を提供する会社として、お客さま最優先のサービスを一層深化させてまいります。なお、本方

針及び本方針に基づく取組状況が、金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」等とどのように対応しているかを、【金融庁「顧客本位

の業務運営に関する原則」「プロダクトガバナンスに関する補充原則」との対応関係表】でまとめて表示しているとともに、その具体的取

組内容も添付資料にて報告を行っています。

2018年 12月25日 制定

2025年 1月 6日 改定

株式会社シズオカエージェントオフィス

代表取締役 山本英俊

「顧客本位の業務運営に関する原則」の詳細については、金融庁のホームページをご覧ください。

https://www.fsa.go.jp/policy/kokyakuhoni/kokyakuhoni.html

はじめに お客さまに真の価値を提供する会社宣言
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[取組方針1] お客さま本位の業務運営方針の策定・公表等

(1)経営理念「お客さまに安心を提供し信頼関係を構築する」を理解し、使命や価値観の共有を徹底します。

(2)お客さまの最善の利益の追求することを最優先に考えます。さらに、時代に即した適切なリスク分析や実施し、業界の最先端の対応を徹

底します。

【4つの行動指針】

[ お客さま ]

私たちは、お客さまのニーズに的確に対応し、お客さま最優先のサービスの提供を心掛けます

[ 社員 ]

私たちは、常に学ぶことを怠らず、代理店の存在意義を確立し、物心両面の満足を追求します

[ 地域社会 ]

私たちは、企業市民として、地域の人・財物・利益を守り、地域文化の発展に努めます

[ 取引保険会社 ]

私たちは、CS(顧客満足)をともに追求するパートナーとして、共生・共創に努めます

当社は経営理念の実現に向け、本方針の実践を経営の重要課題と位置付け、お客さまの豊かな未来の実現に貢献することを使命として

います。さらに、本方針及びその取組状況を当社のウェブサイト等で定期的に公表し、お客さま本位の業務運営を当社の企業文化として

根付かせるよう、継続的に取組んでまいります。

【原則1、原則2】
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1-1. 私たちは、お客さま本位の業務運営を実践するため、4つの行動指針を定め、積極的な取組みを進めていきます

アクションプラン



[取組方針2] お客さまの最善の利益の追求

当社はお客さまと共に歩む永続的な共存共栄の関係を築き、深い尊敬と信頼に基づくパートナーシップを目指しています。そのため、

お客さまの声に真摯に耳を傾け、お客さまの利益を最優先に考え、最適な保険商品をご提案いたします。また、単にお客さまの生活環境、

や事業内容を理解するだけなく、保険に対する知識や価値観を丁寧に把握し、お客さまの本質を深く知ることを重視したコンサルティン

グの実践を基盤として、お客さまと真に寄り添うための徹底したアプローチを通じて、最良のご提案をお届けいたします。
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【原則2、原則7】

2-1. 私たちは、お客さまに真の価値を提供するコンサルティングの実践をするため、具体的な取組みを進めています

(1)当社にしかできないコンサルティングを追求し、お客さまの保険選びを真に価値あるものへと導きます。単なるヒアリングに留まらず、

多角的な仮説を投げかけることで、将来にわたる安心と最適な選択をサポートします。またお客さまが不利益を被ることのないよう、本

質的な価値の提供に尽力します。

(2)お客さまの最善の利益を常に最優先し、卓越したコンサルティングサービスを提供するために、従業員の専門性向上に継続的に取組みま

す。さらに、積極的な教育・研修を通じて知識とスキルを磨き、お客さまから選ばれる存在となることを目指します。

2-2. 私たちは、お客さまの声を経営に反映させるため、取組みを進めていきます

(1)お客さまから寄せられた”ご意見“、”ご要望“、”ご不満“等すべてを貴重な「お客さまの声」として受け止め、誠実に記録します。さらに、

お客さまとの対話を大切にし、期待を超える価値を提供できる企業へと成長していきます。

(2)お客さまの声を企業成長の原動力として位置付け、貴重な経営資源と捉えます。さらに、毎月の全体会議等をはじめとする社内共有の場

を設け、すべての従業員と共有し、お客さまの最善の利益を追求するため、徹底した分析、検証を行い、再発防止策の強化と業務改善・

品質向上を継続的に推進します。

(3)ご加入後もお客さまとの継続的な関係を大切にし、様々な困りごとや相談があるときも、真っ先に担当者の顔が思い浮かぶ存在であり続

けます。また契約維持・保全管理の中でのお客さまの声を重要な経営資源捉え、サービス品質の向上に活かしていきます。

アクションプラン



[取組方針3] 利益相反の適切な管理

当社はお客さまの利益を守ることを最優先に考え、保険業法及び金融商品取引法に基づいた適切な管理態勢を構築いたします。また、

不当な不利益が生じることのないよう厳格な体制を整え、公正で透明性の高い業務運営を徹底します。さらに、保険募集に留まらず社内

規則等を遵守し、利益相反のリスクを常に意識した誠実な活動に努めてまいります。

(1)保険会社からのインセンティブ等の多寡などに左右されることなく、常にお客さまのニーズとご意向を正確に把握することを最優先とし

ます。そのうえで、最適な保険商品をご提案し、安心と信頼を届けます。

(2)法令等遵守の徹底を図るため、当社独自の社内規程・マニュアル等を策定し、これらの遵守と厳格な運用を実施しています。さらに、こ

れらは外部監査機関の監修を受け、高い透明性と信頼性を維持しながら、公正かつ適正な業務運営を継続してまいります。

(3)利益相反の適切な管理を徹底するため、当社独自の「意向把握シート」を活用し、お客さまの加入目的から最終的な意向まで、確認項目

に沿った丁寧なヒアリングと記録を徹底します。さらに、お客さまの利益を最優先し、公正かつ透明な提案を実現するため、情報の正確

性を確保し、質の高いコンサルティングを提供します。

(4)担当者の保険募集プロセスの透明性を確保するため、「顧客管理システム(VOS)」を活用し、担当者の対応履歴を正確に記録します。さ

らに、お客さまへの説明内容から、選定理由に至るまでのプロセスを明確にし、適切な管理を徹底します。

(5)「意向把握シート」及び「顧客管理システム(VOS)」の記録を活用し、意向把握と保険募集の適切性を厳格に確認します。さらに、お客

さまの利益を守るため、管理責任者が取引内容を慎重に検証し、不当な影響を与える可能性がある場合は、適切な改善指導を徹底します。

[利益相反となる取引を特定した場合] ・対象取引又は当該お客さまとの取引条件又は方法を変更する

・対象取引又は当該お客さまとの取引を中止する

(6) 利益相反に関するコンプライアンスプログラム(教育研修計画)を作成し、定期的な従業員教育・研修を継続していきます。
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【原則3】

3-1. 私たちは、お客さまの利益を守るため、利益相反を適切に管理する取組みを進めていきます

アクションプラン



[取組方針4] お客さまへの重要な情報の分かりやすい提供

当社はお客さまの年齢、属性、ご経験、保険加入の目的などを十分に考慮し、的確な情報収集を行います。そして、保険商品・サービ

スの内容や特性を、分かりやすい資料と、お客さまの理解度に応じた丁寧な説明により、正確にお伝えします。さらに、お客さまのあら

ゆる状況や成長過程に寄り添い、必要な情報を適切に提供することで、安心と信頼をお届けできるよう努めてまいります。

(1)お客さまへ保険商品をご提案する際、当該保険商品を選定した理由や推奨販売方針を具体的かつ分かりやすく説明します。さらに、「当

社推奨販売方針等のご案内」を明示し、内容をご確認をいただくことで、公正で透明性の高いご提案を徹底します。

(2)契約概要や注意喚起情報の重要なポイントを説明する際、お客さまの表情や言葉を確認しながら、理解度を細やかに把握し、注意喚起と

適切な確認を行います。特に補償(保障)の開始時期や保険金・給付金等が支払われないケースについては、十分なご理解をいただけるよ

う、より丁寧かつ誠実な説明を徹底します。

(3)公的保険制度に関する情報を正確かつ分かりやく提供し、お客さまが加入を検討されている保険商品の位置づけを十分に理解できるよう

支援します。さらに、必要な補償(保障)や期間について、お客さまの状況に応じた適切な説明を徹底し、納得感のある選択をサポートし

ます。

(4)お客さまご自身による意向の確認と保険商品の適合性等の振返りを促すため、「お申込時の重要事項等説明ご確認シート」を明示し、ご

加入前の最終確認を徹底します。

(5)「お申込時の重要事項等説明ご確認シート」の記録を基に、意向把握・意向確認、情報提供の適切性を直属上司及び管理責任者が定期的

に確認、検証します。さらに、必要に応じた改善指導に行い、業務の質を継続的に高めていきます。

(6)お客さまへの重要な情報を分かりやすく、均一に提供するため、従業員教育・研修を継続的に行い、品質の向上を徹底します。

Customer-Oriented Business Operation Policy 2025

フィデューシャリー・デューティー

6

【原則4、原則5、原則6】

4-1. 私たちは、お客さまの属性や保険商品・サービスの特性等に応じた適切な情報提供ができる取組みを進めていきます

アクションプラン
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(1)外貨建て保険や変額保険等の投資性商品(特定保険契約)をご提案する際、適合性の原則に則り、お客さまのご意向に加え、資産状況や金

融商品、取引経験等を丁寧にお伺いします。そのうえで、金融取引に関する基本情報を分かりやすく提供し、当社独自の「意向把握シー

ト(特定保険契約確認付)」に基づく適合性確認を徹底します。

(2)外貨建て保険や変額保険等の投資性商品(特定保険契約)をご提案する際、お客さまが十分な情報を基に投資判断できるよう、重要な内容

を分かりやすく提供します。さらに、保険料の一部が保険契約の締結・維持等に係る費用へ充てられることや、保険商品の特性、お客さ

まに生じるリスクについても丁寧に説明し、安心してご検討いただける環境を整えます。

(1) 70歳以上又は合理的配慮が必要と思われるお客さまへ保険商品をご提案する際、別段の募集ルールを設け、より丁寧な説明とご加入意

思の確認を徹底します。さらに、ご親族の同席・同意のお願いや複数回の面談、複数の募集人による対応を行い、お客さまが安心して判

断できる環境を整えます。

(2)意思・判断能力の低下等の変化が懸念される70歳以上のお客さまに対し、ご本人及びご家族の同意のもと、保険契約者をご家族(被保険

者を70歳以上のお客さま)へ変更するなどのトラブル未然防止を行います。

(3)高齢のお客さまの特性やモラルリスク等を考慮して、70歳以上のお客さまが長期間の保険契約をご希望される際には、適切なリスク評

価を行い、慎重かつ丁寧に提案を提案を行います。

(4)合理的配慮が必要と思われるお客さまへの適切な対応を徹底するため、全従業員を対象とした教育・研修を定期的に実施し、対応力の向

上を継続して図ります。

4-2. 私たちは、70歳以上のお客さまや合理的配慮が必要と思われるお客さまへの販売体制の整備に向け、取組みを進めて

       いきます

アクションプラン

4-3 私たちは、お客さまに誤解のない投資性商品(特定保険契約)の販売体制の整備に向け、取組みを進めていきます



[取組方針5] お客さまにふさわしいサービスの提供

当社は長期的なCS(顧客満足)の向上を追求する企業として、お客さまに寄り添い、一人ひとりにふさわしいサービスの提供に努めてま

いります。そのため、ご加入後も、お客さまのお役に立つ情報の提供は勿論のこと、潜在リスクに関するアドバイスや適切なフォロー

アップを徹底し、継続的なサポート実施いたします。さらに、保険会社と連携し、保険商品の設計・提供に関する情報を適切に共有する

ことで、お客さまに最適な選択肢をお届けできるよう努めてまいります。

(1)損害保険の満期更改(継続)において、満期30日前までの早期更改手続完了をKGI(目標)として設定し、週1回の進捗管理表の提出、及び月

1回の全体会議で共有、報告することで、早期更改手続の標準化を徹底します。さらに、保険始期日前までに必ず保険証券がお客さまの

お手元に届くよう、契約関係書類の不備、エラーの早期に解消し、円滑な契約手続きを実現します。

(2)お客さまが当社の専門サービスに満足していただけるよう、「リスク分析」、「保険商品研究(特に新商品が発売の際)」、「事故対応」、

「契約関係書類の事務手続き」等に関する従業員教育・研修を定期的に実施し、専門性の向上を継続して図ります。

(3)お客さまが気づきにくいリスクへの備えとして、「アクティブケアサポート」を提供し、安心できる支援体制を構築します。

(1)災害・事故等により保険金等のお支払い事由が発生した際、お客さまの不安を解消し、安心して対応できるよう、迅速かつ適切なアドバ

イスを提供し、円滑な手続きを徹底します。

(2)お客さまの状況変化等に応じたフォローアップ活動を徹底します。特に特定保険契約者や長期保険契約者、並びに高齢のお客さまをはじ

めとする弱者保護の観点を踏まえ、定期的に文書と対面を組み合わせた契約内容の確認や手続き漏れ防止を実施し、安心できるサポート

を提供します。
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【原則5、原則6、原則7】

【補充原則3、補充原則4、補充原則5】

5-1. 私たちは、CS(顧客満足)向上に向けた取組みを進めていきます

アクションプラン

5-2. 私たちは、お客さまのご加入後のフォローアップを充実させるため、取組みを進めていきます
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(1)保険商品・サービスの組成に携わる保険会社と密接に連携し、お客さまの最善の利益に適う保険商品・サービスの提供に向けた取組みを

深く理解します。その過程で、その保険商品・サービスがどのような顧客ニーズや市場環境を基に設計・開発されたのかについて、積極

的に情報提供を求めます。

(2)保険会社から取得した情報は社内で共有し、販売現場の知見と組み合わせすることで、お客さまへの保険商品・サービスの選定や提案の

質を向上させます。さらに、信頼性の高い判断を支援するとともに、お客さまが安心して納得できる選択ができるよう、的確な情報提供

を行い、サポートします。

(1)お客さまの最善の利益を追求するため、お客さまの知識、経験、資産状況、取引目的、ニーズを総合的に考慮し、最適な保険商品・サー

ビスの提供を強化します。さらに、実際に契約(加入)されたお客さまの属性等や販売動向などの情報を、保険商品・サービスの組成に携

わる保険会社と継続的に共有し、販売現場の知見を活かした情報連携を通じて、より適切な選択を支援するための体制を確立します。

(2)お客さまが最適な保険商品を選択できるよう、保険商品の特性や運用体制に関する情報を整理し、保険商品・サービスの組成に携わる保

険会社と継続的に連携します。さらに、保険会社から提供された保険商品情報や特性を的確に把握したうえで、分かりやすく説明し、お

客さまの判断に役立てます。加えて、こうした情報提供を通じて、お客さまの将来的なリスク管理や適切な保険活用を支援する環境を整

備します。

5-3. 私たちは、保険代理店と保険会社が連携し、最適な保険商品の選択と情報提供を実現するため、取組みを進めていき

ます

アクションプラン

5-4. 私たちは、保険商品の組成を深く理解し、信頼性の高い選択を支援するため、取組みを進めていきます



[取組方針6] お客さま本位のガバナンス態勢と人材育成

当社はお客さまに真の価値を提供する企業であり続けるため、強固なガバナンス態勢の構築を不可欠と考えています。全ての従業員が

「お客さま本位の業務運営」の本質を深く理解し、それを行動に落とし込めるよう、定期的な従業員教育・研修等を通じて、質の高い

サービスの提供を可能にする人材育成に努めてまいります。

(1)定例会議において、業務運営における課題を抽出し、具体的な解決策を検討するとともに、取組みの確認と共有を行います。

(2)お客さま本位の意識を醸成し、コンプライアンス態勢の維持・向上を図るとともに、業務運営を企業文化として定着させるため、従業員

教育・研修を通じて適切なガバナンス態勢の構築と人材育成を推進します。

(3)良質な金融サービスの提供が行えるよう、従業員教育・研修を通じて専門的な金融サービスの知識の習得し、お客さま本位の倫理観を備

えた人材育成を育成します。

(1)募集態勢の維持・改善状況を確認、検証するため、定期的に管理責任者による内部管理点検と、募集人本人による自己点検(セルフ

チェック)を実施します。また、これらの結果を全体会議で共有し、必要に応じて改善指導を講じます。

(2)内部管理・監督態勢を評価、検証するため、定期的に内部監査人(代表取締役)が内部監査を実施し、その結果を経営陣(代表取締役・各

リーダー）で共有し、業務運営の改善に活用します。

Customer-Oriented Business Operation Policy 2025
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【原則6、原則7】

6-1. 私たちは、ガバナンス態勢の強化と、お客さま本位の企業風土の醸成に向け、取組みを進めていきます

アクションプラン

6-2. 私たちは、適切な内部管理の点検と内部監査の強化に向け、取組みを進めていきます



[取組方針7] お客さま本位の会社を実現する職場環境づくり

※DX化とは「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、商品、サービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そ

のものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争性の優位性を確立すること」をいいます。

当社は従業員がモチベーションを維持し、やりがいを持って業務に取組める職場環境の充実に努めています。またワークライフバラン

スの向上を支援し、その満足度を高めることで、職業意欲を促進し、業務品質のさらなる改善を実現します。さらに結果としてこうした

取組みが、お客さまの利益に直結すると考え、お客さまの発展とともに成長できる企業文化を築いてまいります。

(1)従業員が主体的に取組める職場環境を整え、企業価値の向上に貢献できる活動を積極的に推進します。さらに、この取組みを通じて従業

員に成長の機会を提供し、お客さまからの信頼と企業の経営安定につなげ、継続的に実践していきます。

(2)従業員の健康管理プログラムの導入により、従業員の心身の健康を維持的に支えます。

(3)組織としての業務の効率化・最適化を図り、お客さまへの迅速なサービス対応を実現するため、”DX化”を推進する仕組みの構築します。

Customer-Oriented Business Operation Policy 2025
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【原則7】

7-1. 私たちは、企業価値の向上に貢献する取組みを進めていきます

アクションプラン
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金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」に対する当社方針・取組状況の非該当(対象外)一覧

当社は金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則(2024年9月26日改訂版) 」に掲げる項目のうち、原則5(注2)、原則6(注2)、原則6(注3)は、当社の「お客さま本位

の業務運営方針」の対象外であることを公表いたします。

顧客本位の業務運営に関する原則 非該当 非該当理由

原則5 (注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販

売・推奨等する場合には、個別に購入することが可能であるか否かを

顧客に示すとともに、パッケージ化する場合としない場合を顧客が比

較することが可能となるよう、それぞれの重要な情報について提供す

べきである((注2)〜(注5)は手数料等の情報を提供する場合においても

同じ）。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッ

ケージとして販売・推奨することがないた

め、本原則は対象としておりません。

原則6

(注2)

金融事業者は、複数の金融商品・サービスをパッケージとして販

売・推奨等する場合には、当該パッケージ全体が当該顧客にふさわし

いかについて留意すべきである。

非該当

当社は複数の金融商品・サービスをパッ

ケージとして販売・推奨することがないた

め、本原則は対象としておりません。

(注3)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品の組成に当たり、商品

の特性等を踏まえて、販売対象として想定する顧客属性を特定・公表

するとともに、商品の販売に携わる金融事業者においては、それを十

分に理解した上で、自らの責任の下、顧客の適合性を判断し、金融商

品の販売を行うべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

参考
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金融庁「プロダクトガバナンス関する補充原則」に対する当社方針・取組状況の非該当(対象外)一覧

当社は金融庁の「プロダクトガバナンスに関する補充原則」に掲げる項目のうち、補充原則1、補充原則2、補充原則2(注1)、補充原則2(注2)、補充原則3(注1)、補充

原則4(注1)、補充原則4(注3)は、当社の「お客さま本位の業務運営方針」の対象外であることを公表いたします。

参考

プロダクトガバナンスに関する補充原則 非該当 非該当理由

補充原則
1

【基本理念】

金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品やサービスの提供を通じて、

顧客に付加価値をもたらすと同時に自身の経営を持続可能なものとするために、

金融商品の組成に携わる金融事業者の経営者として十分な資質を有する者のリー

ダーシップの下、顧客により良い金融商品を提供するための理念を明らかにし、

その理念に沿ったガバナンスの構築と実践を行うべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

補充原則
2

【体制整備】

金融商品の組成に携わる金融事業者は、顧客により良い金融商品を提供するた

めの理念を踏まえ、金融商品のライフサイクル全体のプロダクトガバナンスにつ

いて実効性を確保するための体制を整備すべきである。

その上で、金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の組成・提供・管

理の各プロセスにおける品質管理を適切に行うとともに、これらの実効性を確保

するための体制を整備すべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

(注1)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、金融商品の組成から償還に

至る金融商品のライフサイクル全体を通じたプロダクトガバナンスの

実効性や組成・提供・管理の各プロセスにおける品質管理の実効性を

確保するために、管理部門等による検証の枠組みを整備すべきである。

その事業規模や提供する金融商品の特性等に応じて、必要な場合には、

社外取締役や外部有識者のほか、ファンドの評価等を行う第三者機関

等からの意見を取り入れる仕組みも検討すべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

(注2)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、プロダクトガバナンスの実

効性に関する検証等を踏まえ、適時にプロダクトガバナンスの確保に

関する体制を見直すなどPDCA サイクルを確立すべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。
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金融庁「プロダクトガバナンス関する補充原則」に対する当社方針・取組状況の非該当(対象外)一覧

参考

プロダクトガバナンスに関する補充原則 非該当 非該当理由

補充原則
3

(注1)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、組成する金融商品が中長期

的に持続可能な商品であるかを検証するとともに、恣意性が生じない

適切な検証期間の下でリスク・リターン・コストの合理性を検証すべ

きである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

補充原則
4

(注1)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、商品性の検証に当たっては、

恣意性が生じない適切な検証期間の下でリスク・リターン・コストの

バランスが適切かどうかを継続的に検証すべきである。当該金融商品

により提供しようとしている付加価値の提供が達成できない場合には、

金融商品の改善、他の金融商品との併合、繰上償還等の検討を行うと

ともに、その後の商品組成・提供・管理のプロセスを含めたプロダク

トガバナンス体制の見直しにも、必要に応じて活用すべきである。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。

(注3)

金融商品の組成に携わる金融事業者は、運用の外部委託を行う場合、

外部委託先における運用についても検証の対象とし、その結果を踏ま

えて、必要に応じて金融商品の改善や見直しを行うべきである。金融

商品の組成に携わる金融事業者と金融商品の販売に携わる金融事業者

の間で連携する情報については、必要に応じて外部委託先にも連携す

べきである 。

非該当

当社における業務形態上、金融商品の組

成に携わる金融事業者ではないため、本原

則は対象としておりません。



保険代理店 株式会社シズオカエージェントオフィス

代表取締役 山本英俊

所 在 地   静岡県静岡市葵区昭和町9-5 第2大石ビル5F

電 話 番 号 054-653-2870

営 業 時 間 平日9時00分〜17時00分 (年末年始・夏季休暇を除く)

※当社のウェブサイトの「お問い合わせフォーム」からでも承ります。

https://www.sao2000.co.jp/pages/32/
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照会先

お客さま本位の業務運営方針についてのお問い合わせ先

https://www.sao2000.co.jp/pages/32/
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